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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第176期

第1四半期連結
累計期間

第177期
第1四半期連結
累計期間

第176期

会計期間
自平成25年4月 1日
至平成25年6月30日

自平成26年4月 1日
至平成26年6月30日

自平成25年4月 1日
至平成26年3月31日

売上高 （百万円） 640,146 598,701 3,043,114

経常損益 （百万円） △28,167 △9,991 69,152

四半期（当期）純損益 （百万円） △21,476 △10,100 33,742

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） △15,932 △4,964 62,889

純資産額 （百万円） 784,714 726,543 767,663

総資産額 （百万円） 2,466,142 2,378,090 2,505,329

1株当たり四半期（当期）

純損益金額
（円） △8.27 △3.89 12.99

潜在株式調整後1株当たり

四半期（当期）純利益金額
（円） － － －

自己資本比率 （％） 27.7 27.6 27.8

営業活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） 41,901 79,582 94,124

投資活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） △876 △26,240 △38,893

財務活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） 46,460 △32,805 △49,983

現金及び現金同等物の

四半期末（期末）残高
（百万円） 286,653 226,377 206,637

（注）１ 当社は四半期連結財務諸表を作成しているため、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載してい

ません。

２ 消費税および地方消費税の処理は税抜方式によっています。

３ 「潜在株式調整後1株当たり四半期（当期）純利益金額」は、潜在株式が存在しないため記載していません。
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２【事業の内容】

　当第1四半期連結累計期間において、当社および連結子会社を中心とする関係会社で構成される

ＮＥＣグループが営む事業の内容について、重要な変更はありません。また、主要な関係会社に異

動はありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第1四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて、重要な変更はありませ

ん。

 

２【経営上の重要な契約等】

　当第1四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定、締結等はありません。

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1）業績の状況

　当第1四半期連結累計期間の世界経済は、米国において金融緩和政策による株高や低金利が続

き、雇用環境の改善の影響などを受けた個人消費を中心に堅調に推移しましたが、中国やインド

などの新興国では成長がやや鈍化しました。

　日本経済は、消費税率の引き上げによる影響で、個人消費、住宅投資が落ち込みましたが、企

業においては、一部の産業で生産活動が落ち込んだものの、全体としては底堅く推移しました。

　このような事業環境のもと、当第1四半期連結累計期間の売上高は、5,987億円と前年同期に比

べ414億円（6.5%）減少しました。これは、パブリック事業やシステムプラットフォーム事業が増

収となったものの、その他の事業が携帯電話販売事業やインターネット・サービス事業の非連結

化などにより減収となったことなどによるものです。

　収益面につきましては、営業損益は、前年同期に比べ148億円改善し、71億円の損失となりまし

た。これは、携帯電話端末事業の改善やシステムプラットフォーム事業の売上が増加したことな

どによるものです。

　経常損益は、営業損益の改善などにより、前年同期に比べ182億円改善し、100億円の損失とな

りました。

　税金等調整前四半期純損益は、106億円の損失となり、経常損益が改善したものの、前年同期に

計上した関係会社株式売却益の影響などにより、前年同期並みとなりました。

　四半期純損益は、101億円の損失となり、法人税等が減少したことにより、前年同期に比べ114

億円改善しました。

 

　セグメント別の業績は以下のとおりです。なお、セグメント別の売上高については、外部顧客

への売上高を記載しています。

ａ．パブリック事業

　パブリック事業の売上高は、官公向け、公共向けが堅調に推移したことなどにより、前年同

期に比べ198億円（15.7%）増加し、1,464億円となりました。

　営業損益は、売上が増加したことなどにより、前年同期に比べ13億円改善し、16億円の利益

となりました。

 

ｂ．エンタープライズ事業

　エンタープライズ事業の売上高は、製造業向けが減少したことなどにより、前年同期に比べ

44億円（7.4%）減少し、544億円となりました。

　営業損益は、費用効率化などにより、前年同期に比べ6億円改善し、18億円の損失となりまし

た。
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ｃ．テレコムキャリア事業

　テレコムキャリア事業の売上高は、国内事業や海外において海洋システムが減少したことな

どにより、前年同期に比べ30億円（2.0%）減少し、1,510億円となりました。

　営業損益は、売上が減少したことなどにより、前年同期に比べ13億円悪化し、43億円の利益

となりました。

 

ｄ．システムプラットフォーム事業

　システムプラットフォーム事業の売上高は、ハードウェアが増加したことなどにより、前年

同期に比べ93億円（5.9%）増加し、1,669億円となりました。

　営業損益は、売上の増加や費用効率化などにより、前年同期に比べ91億円改善し、25億円の

利益となりました。

 

ｅ．その他

　その他の売上高は、携帯電話の出荷台数が減少したことや、携帯電話販売事業やインター

ネット・サービス事業を非連結化したことなどにより、前年同期に比べ632億円（44.1%）減少

し、800億円となりました。

　営業損益は、携帯電話端末事業の改善などにより、前年同期に比べ50億円改善し、49億円の

損失となりました。

 

(2）キャッシュ・フローの状況

　当第1四半期連結累計期間の営業活動によるキャッシュ・フローは、796億円の収入で、営業損

益が改善したことなどにより、前年同期に比べ377億円改善しました。

　投資活動によるキャッシュ・フローは、262億円の支出で、前年同期に比べ254億円支出額が増

加しました。これは、事業買収に伴う支出が増加したことなどによるものです。

　この結果、営業活動によるキャッシュ・フローと投資活動によるキャッシュ・フローを合算し

たフリー・キャッシュ・フローは533億円の収入となり、前年同期に比べ123億円改善しました。

　財務活動によるキャッシュ・フローは、社債の償還や配当金の支払いなどにより、328億円の支

出となりました。

　上記の結果、現金及び現金同等物は、2,264億円となり、前年度末に比べ197億円増加しまし

た。
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(3）事業上及び財務上の対処すべき課題

①　対処すべき課題

　当第1四半期連結累計期間において、ＮＥＣグループが対処すべき課題について重要な変更およ

び新たに生じた課題はありません。

　なお、前事業年度の有価証券報告書で記載した連結子会社の㈱ネットコムセックによる防衛省

に対する費用の過大請求の件につきましては、平成26年6月25日、同社が約74億円の国庫への納付

と同省への再発防止策の報告を行った結果、同省による同社に対する指名停止処分は、同日解除

されました。

 

②　株式会社の支配に関する基本方針

　当社は、当社の財務および事業の方針の決定を支配する者のありかたは、株主が最終的に決定

するものと考えています。一方、経営支配権の取得を目的とする当社株式の大量買付行為や買収

提案があった場合には、買収提案に応じるか否かについての株主の判断のため、買収提案者に対

して対価等の条件の妥当性や買付行為がＮＥＣグループの経営方針や事業計画等に与える影響な

どに関する適切な情報の提供を求めるとともに、それが当社の企業価値および株主共同の利益の

向上に寄与するものであるかどうかについて評価、検討し、速やかに当社の見解を示すことが取

締役会の責任であると考えています。また、状況に応じて、買収提案者との交渉や株主への代替

案の提示を行うことも必要であると考えます。

　当社は、現在、買収提案者が出現した場合の対応方針としての買収防衛策をあらかじめ定めて

いませんが、買収提案があった場合に、買収提案者から適切な情報が得られなかったとき、株主

が買収提案について判断をするための十分な時間が与えられていないとき、または買付行為が当

社の企業価値および株主共同の利益の向上に反すると判断したときには、その時点において実行

可能で、かつ株主に受け入れられる合理的な対抗策を直ちに決定し、実施する予定です。また、

今後の事業環境、市場動向、関係法令等の動向により適当と認めるときは、当社の企業価値およ

び株主共同の利益の向上を目的として、買収提案に対抗するための買収防衛策をあらかじめ導入

することも検討します。

 

(4）研究開発活動

　ＮＥＣグループでは、「２０１５中期経営計画」で掲げた社会ソリューション事業の推進によ

り、人が豊かに生きるための安全・安心・効率的・公平な社会の実現を目指しています。その実

現に向けて中央研究所は、社会ソリューション事業の軸となる既存事業向けの技術成果を創出す

るとともに、社会に対して新たな価値を提供しうる将来事業向けの革新的技術成果を創出するこ

とで、ＮＥＣグループの持続的な発展を支えていきます。

　今後も、社会ソリューション事業を展開するうえで特に重要となるビッグデータ分析、SDN

（Software-Defined Networking）、セキュリティ、実世界情報処理、スマートエネルギーといっ

た事業領域への貢献に重点を置いて研究開発を行っていきます。

　また、お客様や研究パートナーと連携することで、新たな価値を創造します。平成25年9月に開

設した「ＮＥＣラボラトリーズシンガポール」を中核拠点として、オープンイノベーションを活

用してグローバルに研究成果を創出し、様々なお客様向けのソリューションに展開することに

よって、創造する価値の最大化をはかります。

 

　ＮＥＣグループのセグメント別の主な研究開発の内容は、次のとおりです。

 

（パブリック事業）

官公、公共、医療、金融およびメディア向けの事業領域における、システムやソリューション

の研究開発を行っています。

 

（エンタープライズ事業）
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製造業および流通・サービス業向けの事業領域における、システムやソリューションの研究開

発を行っています。

 

（テレコムキャリア事業）

通信キャリア向けの事業領域における、ネットワークシステムやソリューションの研究開発を

行っています。

 

（システムプラットフォーム事業）

ハードウェア、ソフトウェア、企業ネットワークおよびサービス事業領域における、システム

基盤の研究開発を行っています。

 

（その他）

環境・エネルギー事業領域における、蓄電池をはじめとするエネルギー・コンポーネントおよ

びエネルギー・マネジメント・システムの研究開発を行っています。

 

　当第1四半期連結累計期間における主な研究開発活動の成果は、次のとおりです。

 

・米国国立標準技術研究所（NIST）が実施した顔認証技術ベンチマークテストで3回連続の第1位

を獲得（パブリック事業）

 

・雑音の多い走行中の自動車内においても、音声入力で快適なカーナビ操作を実現する雑音除去

技術を開発（エンタープライズ事業）

 

・無線基地局の小型化や高密度な設置を実現する、低消費電力と柔軟な周波数対応を両立したデ

ジタル無線送信システムを開発（テレコムキャリア事業）

 

・ビッグデータに混在する多数の規則性を自動で発見する「異種混合学習技術」を強化し、数百

万種の分析対象の需要予測を実現（システムプラットフォーム事業）

 

・社会インフラ向け設備・機器の部材などの高耐久プラスチック市場への適用が可能な、高い環

境調和性と耐久性を両立したバイオプラスチック「NeCycle(R)」を開発（その他）

 

 

　当第１四半期連結累計期間におけるＮＥＣグループ全体の研究開発費は、31,416百万円であ

り、セグメントごとの内訳は、次のとおりです。

 

パブリック事業　　　　　　　　　　　　　 2,490百万円

エンタープライズ事業　　　　　　　　　　　 94百万円

テレコムキャリア事業　　　　　　　　　　14,379百万円

システムプラットフォーム事業　　　　　　 9,487百万円

その他　　　　　　　　　　　　　　　　　 4,966百万円
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

(1)【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 7,500,000,000

計 7,500,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第1四半期会計期間末
現在発行数(株)
(平成26年6月30日)

提出日現在発行数(株)
(平成26年8月1日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 2,604,732,635 2,604,732,635 東京証券取引所 単元株式数は1,000株

計 2,604,732,635 2,604,732,635 ― ―

 

(2)【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

(3)【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

(4)【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

(5)【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成26年4月1日～

平成26年6月30日
― 2,604,732 ― 397,199 ― 59,260

（注）千株未満を切り捨てしています。

(6)【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第1四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(7)【議決権の状況】

　当社は、当第1四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容

が確認できないため、記載することができないことから、直前の基準日（平成26年3月31日）に

おける株主名簿に基づき記載しています。

①【発行済株式】

平成26年6月30日現在
 

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)

（自己保有株式）
普通株式     5,708,000

― 単元株式数は1,000株
（相互保有株式）
普通株式       909,000

完全議決権株式(その他) 普通株式 2,588,652,000 2,588,652 同上

単元未満株式 普通株式     9,463,635 ― ―

発行済株式総数          2,604,732,635 ― 単元株式数は1,000株

総株主の議決権 ― 2,588,652 ―

(注) １　「完全議決権株式(その他)」の欄には、㈱証券保管振替機構名義の株式32,000株(議決権32個)が含まれてい

ます。

２　単元未満株式のうち自己保有株式および相互保有株式の明細は次のとおりです。

所有者の名称  所有株式数（株）

日本電気㈱  9

ＮＥＣインフロンティア㈱  966

３　当第1四半期会計期間末日現在の自己保有株式数は、5,740,204株です。

②【自己株式等】

平成26年6月30日現在
 

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

日本電気㈱ 東京都港区芝五丁目7番1号 5,708,000 ― 5,708,000 0.22

ＮＥＣインフロンティア㈱
神奈川県川崎市高津区北見
方二丁目6番1号

743,000 ― 743,000 0.03

㈱シンシア
東京都品川区南大井六丁目
26番3号

72,000 ― 72,000 0.00

日通工エレクトロニクス㈱
長野県須坂市小河原2031番
地の1

62,000 ― 62,000 0.00

テクノ・マインド㈱
宮城県仙台市宮城野区榴岡
一丁目6番11号

20,000 ― 20,000 0.00

三和エレクトロニクス㈱
神奈川県川崎市中原区新丸
子東二丁目977番地

12,000 ― 12,000 0.00

計 ― 6,617,000 ― 6,617,000 0.25

(注） 当第1四半期会計期間末日現在の当社所有の自己名義所有株式数は、5,740,204株です。

EDINET提出書類

日本電気株式会社(E01765)

四半期報告書

 9/26



２【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期累計期間において、役員の異動はありませ

ん。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」

（平成19年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成していま

す。

　なお、四半期連結財務諸表規則第5条の2第2項により、四半期連結キャッシュ・フロー計算書を作

成しています。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、第1四半期連結会計期間（平成26年4月

1日から平成26年6月30日まで）および第1四半期連結累計期間（平成26年4月1日から平成26年6月30

日まで）に係る四半期連結財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人により四半期レビューを受

けています。
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１【四半期連結財務諸表】

(1)【四半期連結貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(平成26年3月31日)

当第1四半期連結会計期間
(平成26年6月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 192,668 169,936

受取手形及び売掛金 842,308 622,597

有価証券 16,291 58,943

商品及び製品 76,235 95,874

仕掛品 83,922 122,416

原材料及び貯蔵品 54,238 55,884

繰延税金資産 74,431 76,463

その他 167,626 166,119

貸倒引当金 △4,810 △5,342

流動資産合計 1,502,909 1,362,890

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 175,570 181,054

機械及び装置（純額） 17,878 20,965

工具、器具及び備品（純額） 63,075 63,807

土地 63,585 63,651

建設仮勘定 26,078 16,870

有形固定資産合計 346,186 346,347

無形固定資産   

のれん 76,203 81,747

ソフトウエア 98,285 97,474

その他 24,293 23,254

無形固定資産合計 198,781 202,475

投資その他の資産   

投資有価証券 147,170 149,899

関係会社株式 78,293 78,674

長期貸付金 40,123 40,035

繰延税金資産 108,398 117,759

退職給付に係る資産 10,404 7,857

その他 88,604 87,461

貸倒引当金 △15,539 △15,307

投資その他の資産合計 457,453 466,378

固定資産合計 1,002,420 1,015,200

資産合計 2,505,329 2,378,090
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  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(平成26年3月31日)

当第1四半期連結会計期間
(平成26年6月30日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 446,494 383,623

短期借入金 32,415 31,827

1年内返済予定の長期借入金 44,284 44,242

1年内償還予定の社債 20,000 40,000

未払費用 152,792 117,165

前受金 128,601 150,112

製品保証引当金 16,687 15,848

役員賞与引当金 318 126

工事契約等損失引当金 11,342 8,364

事業構造改善引当金 7,359 5,853

偶発損失引当金 12,506 3,881

その他 112,787 108,657

流動負債合計 985,585 909,698

固定負債   

社債 140,000 100,000

長期借入金 333,534 333,069

繰延税金負債 2,213 2,142

製品保証引当金 4,197 4,264

電子計算機買戻損失引当金 6,909 6,884

事業構造改善引当金 6,859 5,851

偶発損失引当金 5,915 5,910

退職給付に係る負債 220,457 252,477

その他 31,997 31,252

固定負債合計 752,081 741,849

負債合計 1,737,666 1,651,547

 

EDINET提出書類

日本電気株式会社(E01765)

四半期報告書

13/26



 

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(平成26年3月31日)

当第1四半期連結会計期間
(平成26年6月30日)

純資産の部   

株主資本   

資本金 397,199 397,199

資本剰余金 148,402 148,402

利益剰余金 182,570 139,619

自己株式 △2,976 △2,986

株主資本合計 725,195 682,234

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 34,292 36,146

繰延ヘッジ損益 △1,359 △737

為替換算調整勘定 △1,521 △3,037

退職給付に係る調整累計額 △60,658 △57,257

その他の包括利益累計額合計 △29,246 △24,885

少数株主持分 71,714 69,194

純資産合計 767,663 726,543

負債純資産合計 2,505,329 2,378,090
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第1四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第1四半期連結累計期間
(自　平成25年4月 1日
　至　平成25年6月30日)

当第1四半期連結累計期間
(自　平成26年4月 1日
　至　平成26年6月30日)

売上高 640,146 598,701

売上原価 455,455 422,458

売上総利益 184,691 176,243

販売費及び一般管理費 206,504 183,302

営業損失（△） △21,813 △7,059

営業外収益   

受取利息 473 425

受取配当金 2,021 1,538

助成金収入 16 2,065

持分法による投資利益 714 1,541

為替差益 749 －

その他 1,326 1,812

営業外収益合計 5,299 7,381

営業外費用   

支払利息 2,219 2,475

退職給付費用 2,830 2,815

為替差損 － 2,535

その他 6,604 2,488

営業外費用合計 11,653 10,313

経常損失（△） △28,167 △9,991

特別利益   

投資有価証券売却益 2,025 179

関係会社株式売却益 16,340 －

段階取得に係る差益 454 －

事業譲渡益 366 －

持分変動利益 4 －

特別利益合計 19,189 179

特別損失   

事業構造改善費用 1,183 436

減損損失 107 352

投資有価証券評価損 55 15

持分変動損失 242 －

投資有価証券売却損 22 －

固定資産売却損 12 －

特別損失合計 1,621 803

税金等調整前四半期純損失（△） △10,599 △10,615

法人税等 10,084 △404

少数株主損益調整前四半期純損失（△） △20,683 △10,211

少数株主利益又は少数株主損失（△） 793 △111

四半期純損失（△） △21,476 △10,100
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【四半期連結包括利益計算書】

【第1四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第1四半期連結累計期間
(自　平成25年4月 1日
　至　平成25年6月30日)

当第1四半期連結累計期間
(自　平成26年4月 1日
　至　平成26年6月30日)

少数株主損益調整前四半期純損失（△） △20,683 △10,211

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 2,566 1,844

繰延ヘッジ損益 △37 622

為替換算調整勘定 1,589 △1,299

退職給付に係る調整額 － 4,288

持分法適用会社に対する持分相当額 633 △208

その他の包括利益合計 4,751 5,247

四半期包括利益 △15,932 △4,964

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 △16,914 △5,739

少数株主に係る四半期包括利益 982 775
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：百万円）

 
前第1四半期連結累計期間
(自　平成25年4月 1日
　至　平成25年6月30日)

当第1四半期連結累計期間
(自　平成26年4月 1日
　至　平成26年6月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純損失（△） △10,599 △10,615

減価償却費 18,329 19,770

長期前払費用償却額 1,131 1,218

減損損失 107 352

のれん償却額 4,612 4,060

貸倒引当金の増減額（△は減少） △34 372

製品保証引当金の増減額（△は減少） △1,183 △690

工事契約等損失引当金の増減額（△は減少） △2,610 △2,972

事業構造改善引当金の増減額（△は減少） △114 △2,486

偶発損失引当金の増減額（△は減少） 960 △8,651

受取利息及び受取配当金 △2,494 △1,963

支払利息 2,219 2,475

持分法による投資損益（△は益） △714 △1,541

持分変動損益（△は益） 238 －

固定資産売却損益（△は益） 12 －

投資有価証券売却損益（△は益） △2,003 △179

投資有価証券評価損益（△は益） 55 15

関係会社株式売却損益（△は益） △16,340 －

売上債権の増減額（△は増加） 203,555 217,695

たな卸資産の増減額（△は増加） △41,056 △60,251

未収入金の増減額（△は増加） 15,335 8,855

仕入債務の増減額（△は減少） △68,604 △62,139

その他 △42,674 △8,549

小計 58,128 94,776

利息及び配当金の受取額 3,200 2,732

利息の支払額 △2,180 △3,639

法人税等の支払額 △17,247 △14,287

営業活動によるキャッシュ・フロー 41,901 79,582
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  （単位：百万円）

 
前第1四半期連結累計期間
(自　平成25年4月 1日
　至　平成25年6月30日)

当第1四半期連結累計期間
(自　平成26年4月 1日
　至　平成26年6月30日)

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △6,679 △14,850

有形固定資産の売却による収入 632 696

無形固定資産の取得による支出 △2,729 △1,611

投資有価証券の取得による支出 △106 △46

投資有価証券の売却による収入 2,822 245

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の

取得による支出
△806 △10,518

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の

取得による収入
19 －

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の

売却による収入
7,088 －

関係会社株式の取得による支出 △1,412 －

関係会社株式の売却による収入 737 －

その他 △442 △156

投資活動によるキャッシュ・フロー △876 △26,240

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） △32,103 △415

長期借入れによる収入 130,930 70

長期借入金の返済による支出 △445 △947

社債の償還による支出 △40,000 △20,000

配当金の支払額 △9,644 △9,903

その他 △2,278 △1,610

財務活動によるキャッシュ・フロー 46,460 △32,805

現金及び現金同等物に係る換算差額 2,036 △797

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 89,521 19,740

現金及び現金同等物の期首残高 197,132 206,637

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※１ 286,653 ※１ 226,377
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【注記事項】

（会計方針の変更）

　「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号 平成24年5月17日。以下「退職給付会計基準」とい

う。）および「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号 平成24年5月17日。以下

「退職給付適用指針」という。）を、退職給付会計基準第35項本文および退職給付適用指針第67項本文に掲げら

れた定めについて当第1四半期連結会計期間より適用し、退職給付債務および勤務費用の計算方法を見直し、退

職給付見込額の期間帰属方法を主としてポイント基準から給付算定式基準へ変更するとともに、割引率の決定方

法を退職給付の支払見込期間ごとに設定された複数の割引率を使用する方法へ変更しています。

　退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従って、当第1四

半期連結会計期間の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額を利益剰余金に加

減しています。

　この結果、当第1四半期連結会計期間の期首の退職給付に係る負債が31,981百万円増加し、利益剰余金が

22,458百万円減少しています。また、当第1四半期連結累計期間の営業損益、経常損益および税金等調整前四半

期純損益に与える影響は、軽微です。

 

 

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

税金費用の計算

　税金費用については、重要な個別項目を調整した上で、当第1四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引

前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税

率を乗じて計算しています。

 

（四半期連結貸借対照表関係）

　１　保証債務

他の会社等の金融機関等からの借入債務に対し、保証を行っています。

前連結会計年度
（平成26年3月31日）

当第1四半期連結会計期間
（平成26年6月30日）

オートモーティブエナジーサプライ㈱ 3,355百万円 オートモーティブエナジーサプライ㈱ 3,355百万円

従業員 1,619 従業員 1,430

その他 1,597 その他 1,436

計 6,571 計 6,221

 

　２　その他の偶発債務

　平成25年11月、日本郵便㈱は、旧郵政省（現日本郵便㈱）が一般入札の方法により発注した郵便番号自動読取

区分機類の受注に関し、独占禁止法違反行為があったとして、独占禁止法第25条に基づき当社に対して損害賠償

を求める訴訟を提起しました。当該訴訟の結論は現時点では出ておらず、当社連結上の財政状態及び経営成績に

及ぼす影響は、現段階で不明であります。

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※１ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前第1四半期連結累計期間
（自 平成25年4月 1日
至 平成25年6月30日）

当第1四半期連結累計期間
（自 平成26年4月 1日
至 平成26年6月30日）

現金及び預金 167,368百万円 169,936百万円

有価証券 121,634 58,943

満期日が3ヵ月を超える預金及び有価証券 △2,349 △2,502

現金及び現金同等物 286,653 226,377
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前第1四半期連結累計期間（自　平成25年4月1日　至　平成25年6月30日）

 

配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

1株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年4月26日

取締役会
普通株式 10,397 4 平成25年3月31日 平成25年6月3日 利益剰余金

 

 

Ⅱ　当第1四半期連結累計期間（自　平成26年4月1日　至　平成26年6月30日）

 

配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

1株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年4月28日

取締役会
普通株式 10,396 4 平成26年3月31日 平成26年6月2日 利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第1四半期連結累計期間（自　平成25年4月1日　至　平成25年6月30日）

報告セグメントごとの売上高および利益または損失の金額に関する情報

       （単位：百万円）

 報告セグメント

その他
（注1）

調整額
（注2）

四半期連結
損益計算書
計上額 パブリック

エンター
プライズ

テレコム
キャリア

システム
プラット
フォーム

計

売上高         

外部顧客への

売上高
126,570 58,749 154,018 157,675 497,012 143,134 － 640,146

セグメント間

の内部売上高

または振替高

3,173 1,088 5,548 14,285 24,094 10,090 △34,184 －

計 129,743 59,837 159,566 171,960 521,106 153,224 △34,184 640,146

セグメント損益

（営業損益）
350 △2,421 5,607 △6,558 △3,022 △9,852 △8,939 △21,813

（注）１　「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、スマートエネルギー（電

極・蓄電システム、ユーティリティ向けソリューションなど）、スマートフォン、携帯電話機およびイ

ンターネット・サービス「BIGLOBE」などの事業を含んでいます。

２　セグメント損益の調整額には、各報告セグメントに配分していない全社費用△9,769百万円および固定

資産に係る調整額1,196百万円が含まれています。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない親会

社の本社部門一般管理費および基礎的試験研究費です。

 

 

Ⅱ　当第1四半期連結累計期間（自　平成26年4月1日　至　平成26年6月30日）

報告セグメントごとの売上高および利益または損失の金額に関する情報

       （単位：百万円）

 報告セグメント

その他
（注1）

調整額
（注2）

四半期連結
損益計算書
計上額 パブリック

エンター
プライズ

テレコム
キャリア

システム
プラット
フォーム

計

売上高         

外部顧客への

売上高
146,400 54,397 151,004 166,926 518,727 79,974 － 598,701

セグメント間

の内部売上高

または振替高

8,251 1,115 4,894 15,708 29,968 7,396 △37,364 －

計 154,651 55,512 155,898 182,634 548,695 87,370 △37,364 598,701

セグメント損益

（営業損益）
1,601 △1,777 4,333 2,548 6,705 △4,879 △8,885 △7,059

（注）１　「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、スマートエネルギー（電

極・蓄電システム、ユーティリティ向けソリューションなど）および携帯電話機などの事業を含んでい

ます。

２　セグメント損益の調整額には、各報告セグメントに配分していない全社費用△8,860百万円および固定

資産に係る調整額304百万円が含まれています。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない親会社

の本社部門一般管理費および基礎的試験研究費です。
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[関連情報]

地域ごとの情報

売上高

Ⅰ　前第1四半期連結累計期間（自　平成25年4月1日　至　平成25年6月30日）

（単位：百万円）
 

日本 米州 中華圏APAC EMEA 合計

519,338 47,531 48,641 24,636 640,146

（注）１　売上高は顧客の所在地を基礎とし、国または地域に分類しています。

　　　２　日本以外の区分に属する主な地域

　　　　　（1）米州・・・・・・北米および中南米

　　　　　（2）中華圏APAC・・・中華圏およびアジアパシフィック（アジア・オセアニア）

　　　　　（3）EMEA・・・・・・ヨーロッパ、中東およびアフリカ

 

Ⅱ　当第1四半期連結累計期間（自　平成26年4月1日　至　平成26年6月30日）

（単位：百万円）
 

日本 米州 中華圏APAC EMEA 合計

473,377 44,031 52,597 28,696 598,701

（注）１　売上高は顧客の所在地を基礎とし、国または地域に分類しています。

　　　２　日本以外の区分に属する主な地域

　　　　　（1）米州・・・・・・北米および中南米

　　　　　（2）中華圏APAC・・・中華圏およびアジアパシフィック（アジア・オセアニア）

　　　　　（3）EMEA・・・・・・ヨーロッパ、中東およびアフリカ
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（1株当たり情報）

　1株当たり四半期純損失金額(△)および算定上の基礎は、次のとおりです。

 
前第1四半期連結累計期間
（自　平成25年4月 1日
至　平成25年6月30日）

当第1四半期連結累計期間
（自　平成26年4月 1日
至　平成26年6月30日）

1株当たり四半期純損失金額（△） △8円27銭 △3円89銭

（算定上の基礎）   

四半期純損失金額（△）（百万円） △21,476 △10,100

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純損失金額（△）（百万円） △21,476 △10,100

普通株式の期中平均株式数（千株） 2,598,342 2,598,204

（注）　潜在株式調整後1株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載していません。

 

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。
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２【その他】

（1）剰余金の配当

　平成26年4月28日開催の定時取締役会の議案として、普通株式の配当に関する事項を次のとおり

提案し、決議いたしました。

 

① 配当金の総額

10,396百万円

 

② 1株当たりの金額

4円00銭

 

　③ 支払請求の効力発生日及び支払開始日

平成26年6月2日

 

（2）訴訟

　当社は、DRAM業界におけるブラジル競争法違反の可能性に関するブラジル競争当局の調査対象と

なっています。

　また、当社は、光ディスクドライブ装置業界における欧州競争法違反の可能性に関する欧州委員

会の調査対象となっています。さらに、当社は、米国において光ディスクドライブ装置業界におけ

る独占禁止法（反トラスト法）違反を理由とする民事訴訟（集団訴訟）の被告となっています。な

お、当該訴訟における被告のうち米国司法省から情報提供の命令を受けている企業もありますが、

当社は、かかる命令を受領していません。

　また、当社は、米国においてリチウムイオン二次電池業界における独占禁止法（反トラスト法）

違反を理由とする民事訴訟（集団訴訟）の被告となっています。さらに、ＮＥＣグループの複数の

会社は、カナダにおいてリチウムイオン二次電池業界におけるカナダ競争法違反を理由とする民事

訴訟（集団訴訟）の被告となっています。

　これらの様々な国や地域における政府当局による調査および民事訴訟については、現時点で結論

は出ていません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  
 

平成26年８月１日

日本電気株式会社

取締役会　御中

 

有限責任 あずさ監査法人

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 酒　井　弘　行　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 田 名 部　雅 文　 印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 水　谷　英　滋　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日本電気株式会

社の平成26年４月１日から平成27年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成26年４月１日から平成

26年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成26年４月１日から平成26年６月30日まで）に係る四半期連結財務

諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・

フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日本電気株式会社及び連結子会社の平成26年６月30日現在の財政状態

並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していない

と信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

（注）１　上記は独立監査人の四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は

当社が別途保管しております。

２　XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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